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県民対応職場も会計年度任用職員も対象です！
職員が希望する場合は、管理監督者は時差出勤やテレワークが活用できる工夫をお願いします
夏季休暇の取得期間の拡大、今年度中に期限となるリフレッシュ休暇取得の1年延長で合意しました
　新型コロナ感染症の蔓延から１年以上経過しますが、この間、「蔓延防止対策」として「拡大時差出勤」や「テレワーク」が推奨され、子どもを連れた出勤、特別休暇、PCR検査やワクチン接種時の服務が整備されてきました。

しかし、「会計年度任用職員はテレワークの対象ではないと言われた。」「県民対応職場では、拡大時差出勤はできないと言われた。」など、管理監督者も含めて、制度内容が正確に浸透していないとの声が寄せられています。

　自治労県職労は、コロナ対策関連の服務等を次のとおりまとめましたので、あらためて確認いただき、働きやすい職場つくりの参考としてください。

　また、具体的に問題が起きた場合は、いつでもご相談ください。
	
	内容
	期間
	対象

	拡大時差出勤（会計年度任用職員はオフピーク通勤）
	7時から15時45分～10時30分から19時15分までの30分刻み
	常時
	会計年度任用職員以外

	
	任用時に交付した「任用条件通知書」内、「始業・終業の時刻」を、前日までに所属長が承認することにより変更します。ただし、既に割り振られた１日あたりの勤務時間を変更することはできません。なお、変更の単位は30 分単位とします。
（7時から15時45分～10時30分から19時15分までの30分刻み）
	当分の間
	会計年度任用職員

	テレワーク
	勤務形態について、情報通信技術の利用によらない在宅等勤務が可能。
実施上限（回数）について、制限なし。
実施手続（業務計画・結果報告）は、グループウェアのスケジュール機能でも。
実施手続（事前登録）は不要。
幹部職員等の利用手続（業務計画・結果報告）を簡略化。
当日申請の範囲について、家族の急病・怪我などの突発的な事情が発生した場合を追加。
実施単位は、時間（分）単位の利用が可能。
実施場所は、自宅又は介護先以外にも、一定のセキュリティの確保が図れる場所も可能。サテライトオフィスでの勤務も可能。
	当分の間
	全職員

	特別休暇
	次に掲げる場合に該当するときは、特別休暇（地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等による出勤の著しい困難）の取得を認める。休暇日数は「必要と認める期間」。
・職員又はその親族に発熱等の風邪症状が見られること等から療養する必要があり、勤務しないことがやむを得ないと認められる場合
・新型コロナウイルス感染症対策に伴う小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等の臨時休業その他の事情により、子の世話を行う職員が、当該世話を行うため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合　等
	当分の間
	全職員

	子どもを連れての出勤
	所属長は、職員が在宅等勤務や特別休暇の取得ができるよう十分な配慮を行うものとし、それでもなお業務の性質上、職場への出勤が必要不可欠な場合で、市町村において学童保育等の子どもの居場所の確保に係る取組が実施されないなどの真にやむを得ない場合に限り、子ども（乳幼児等常時保育を必要とする子どもを除く。）を連れての出勤を可能とする。
	当分の間
	全職員

	PCR検査～診断まで
	発熱等の風邪症状有り／特別休暇
	当分の間
	全職員

	
	発熱等の風邪症状無し／年休又は在宅勤務等
	
	

	濃厚接触者
	発熱等の風症状有り／特別休暇
	当分の間
	全職員

	
	発熱等の風邪症状無し／職専免又は在宅勤務等
	
	

	PCR検査で陽性の場合
	保健所長からの「自宅待機」通知に基づき、自宅待機期間は特別休暇。発症して入院した場合（医師の指示による退院後の自宅療養を含めて）も特別休暇。
	当分の間
	全職員

	ワクチン接種・副反応
	医療従事者等
接種時：公務
副反応：特別休暇又は療養休暇
	当分の間
（特別休暇）
	全職員

	
	医療従事者等以外
接種時：職専免
副反応：特別休暇又は療養休暇
	
	


夏休み取得期間を6月1日から10月31日まで拡大することに合意～県労連
今年度中に期限となるリフレッシュ休暇の取得期間も1年延長
リフレッシュ休暇の取得対象期間の見直し
	種類
	対象
	取得対象期間

	永年勤続職員表彰
	2020年受賞者
（変更なし）
	2020年12月1日から2021年11月30日まで
※期間内に取得できなかった場合は、引き続く1年の間に取得可

	
	2019年受賞者
（延長）
	2019年12月1日から2020年11月30日間未取得
現　行／2021年11月30日まで取得可
見直し／2022年11月30日まで取得可

	
	2018年受賞者
（再延長）
	2018年12月1日から2019年11月30日間未取得
現　行／2021年11月30日まで取得可
見直し／2022年11月30日まで取得可

	勤続年数15年
	2006年4月1日から2007年3月31日の採用者（変更なし）
	2021年4月1日から2022年3月31日まで※期間内に取得できなかった場合は、引き続く1年の間に取得可

	
	2005年4月1日から2006年3月31日の採用者（延長）
	2020年4月1日から2021年3月31日間未取得
現　行／2022年3月31日まで取得可
見直し／2023年3月31日まで取得可

	
	2004年4月1日から2005年3月31日の採用者（再延長）
	2019年4月1日から2020年3月31日間未取得
現　行／2022年3月31日まで取得可
見直し／2023年3月31日まで取得可


